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別添１ 開催要綱 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」 

開催要綱 

１．背景・目的 

世界のコンテンツ市場は今後更なる成長が予測されているところ、我が国においても

コンテンツ産業を基幹産業と位置付け、戦略的に取り組むこととしている。さらに、「新

しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 年改訂版」（令和６年６月 21 日

閣議決定）において策定・明記された「コンテンツ産業活性化戦略」を、政府を挙げて、

官民連携により推進することとしている。 

このうち、特に放送コンテンツについては、外部環境の変化、収益構造の変化にさら

されており、放送コンテンツ産業の持続的な発展に当たっては、産業競争力の確保が不

可欠である。そのため、放送コンテンツ産業の更なる振興、産業競争力の強化に向け、

①放送コンテンツ産業の振興に向けた課題と対応策、②官民連携の在り方等を整理し、

これまで以上に官民が連携して遂行していくことが必要となっている。さらに配信コン

テンツ市場が今後さらに拡大をしていく中、現状の把握、今後の振興に向けた方策につ

いても併せて検討することが必要である。 

上記①②について集中的に検討するため、デジタル時代における放送制度の在り方に

関する検討会（以下「検討会」という。）の下に開催される検討チームとして、「放送・

配信コンテンツ産業戦略検討チーム」を開催し、関係事業者等の協力を得つつ検討を行

う。

２．名称 

本検討チームは「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」と称する。 

３．検討項目 

（１）放送・配信コンテンツ産業の振興に向けた課題と対応策

（２）官民連携の在り方

（３）その他

４．構成及び運営 

（１）本検討チームの主査は、検討会座長が指名する。本検討チームの構成員は、主査

が指名する。 

（２）主査は、本検討チームを招集し、主宰する。
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（３）主査は、主査代理を指名することができる。

（４）主査代理は主査を補佐し、主査が不在のときは主査に代わって本検討チームを招

集し、主宰する。  

（５）主査は、必要と認める者を構成員又はオブザーバとして随時追加することができ

る。 

（６）主査は、必要に応じ、構成員及びオブザーバ以外の関係者の出席を求め、意見を

聴くことができる。 

（７）その他、本検討チームの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。

５．議事の取扱い 

（１）本検討チームの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当

事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本検討チームの会議で使用した資料については、原則として総務省のホームペー

ジに掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利

益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合につ

いては、非公開とする。 

（３）本検討チームの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホーム

ページに掲載し、公開する。 

６．その他 

本検討チームの庶務は、情報流通行政局情報通信作品振興課が、同局放送政策課の協

力を得て行うものとする。 
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別紙 

「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」 

構成員名簿 

（敬称略・主査を除き五十音順） 

＜構成員＞ 

（主査） 内山
うちやま

 隆
たかし

（主査代理） 音
お と

 好宏
よしひろ

大谷
おおたに

 和子
か ず こ

久保
く ぼ

 雅一
まさかず

クロサカ タツヤ

澤田
さ わ だ

 渉
とおる

山本
やまもと

 秀人
ひ で と

青山学院大学総合文化政策学部 教授 

上智大学新聞学科 教授 

株式会社日本総合研究所 執行役員法務部長 

一般社団法人日本知財学会 副会長 

株式会社 area358 代表取締役 プロデューサー 

株式会社企 代表取締役  

株式会社 Brighten Consulting 代表取締役 

一般社団法人日本映画テレビプロデューサー協会 

事務局長 

計７名 

（オブザーバ）

日本放送協会、一般社団法人日本民間放送連盟、株式会社 TBS テレビ、株式会社テレビ朝日、株式会社テレビ東京、日

本テレビ放送網株式会社、株式会社フジテレビジョン、株式会社 WOWOW、株式会社 TVer、株式会社 U-NEXT、一般社団法

人日本経済団体連合会、一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）、一般社団法人全日本テレビ番組製作社

連盟（ATP）、一般社団法人日本映画製作者連盟、一般社団法人日本動画協会（AJA） 

文化庁 参事官（芸術文化担当）付、経済産業省 商務・サービスグループ文化創造産業課 
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別添２ 開催状況 
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別添２ 開催状況 

「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」 

開催状況 

○第１回（令和７年３月６日（木）10:00～）

（１）開催要綱の確認等

（２）放送・配信コンテンツ産業を取り巻く現状と課題

（３）構成員等からのプレゼンテーション

・内山主査

・音構成員

・博報堂DYメディアパートナーズ 吉田氏

（４）意見交換

○第２回（令和７年３月21日（金）10:00～）

（１）ヒアリング

・TBSホールディングス 瀬戸口氏、TBSテレビ 中島氏

・関西テレビ放送 竹内氏

・テレパック・全日本テレビ番組製作社連盟（ATP） 沼田氏

・TVer 薄井氏

（２）意見交換

○第３回（令和７年４月９日（水）13:00～）

（１）ヒアリング

・山陰中央テレビジョン放送（TSK）・ACD 岡本氏、TSK 川本氏

・Netflix 杉原氏

・K2 Pictures 紀伊氏

・澤田構成員

（２）意見交換

○第４回（令和７年４月21日（月）12:30～）

（１）ヒアリング

・城西国際大学 黄教授

・久保構成員

・NHK 前田氏
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（２）ここまでの議論のまとめ

（３）意見交換

○第５回（令和７年５月15日（木）10:30～）

（１）ヒアリング

・dentsu Japan 須賀氏

（２）放送・配信コンテンツ産業の更なる振興方策等に関する論点整理（案）

（３）意見交換

○第６回（令和７年６月19日（木）11:00～）

（１）取りまとめ（案）

（２）意見交換
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別添３ 構成員等の主な意見 
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構成員等の主な意見

1

①企画・開発 2

・世界では製作費がどんどんインフレしているのに対し、日本は逆に節約する方向に行ってしまっている可能性。
・編成局の資金だけで番組を作っていくことについて、かなり限界が来ているのではないか。商業放送にとって広告は当然収益の要であり、成
熟したリニアに加え、デジタル広告収益を上げることの必要性はかねてから言われてきたところ。
・日本で機能しているファンドレイジング手法としては、編成局からの予算や製作委員会方式ぐらい。プリセールや公的助成といったところに何
かチャンスはないか。
・プリセールを行う場としていわゆる企画マーケットがある。放送の場合だと、テレビ/配信向けの企画マーケットは行われている。キー局も信頼
できるパートナー・バイヤーを見つけるために数年かけているのはよく知っており、この点少し日本の難点があるのではないか。
・日本の放送産業は外国と比較して垂直的統合が強く、製作/制作職能と編成職能が混在しているが、製作機能の強化を考えていかな
いとどうしようもない。それと表裏一体であるという点でファンドレイジングをどうにかしなければならない。

【内山主査（第１回）】

・実費回収主義に傾斜した広告モデルから、多様な製作原資確保のモデルにできないか。日本でも大型企画はしばしばみられてきたことは
確かであり、共同製作の枠組みは十分成り立ち得るし、その経験も持っているものの、自前主義が強いことも確か。海外市場との付き合い
の中で、リスク補償・分散ノウハウが蓄積・発展できるように思う。市場の国際化が、重要なきっかけになるのではないか。

【音主査代理（第１回）】

・コンテンツ産業振興の観点においては、新たな資金調達等の方策も含めたビジネスモデルの導入・新しい製作・流通のエコシステムを目指
してもよいのではないか。 【博報堂（第１回）】

・リーマンショック以降にゴールデンタイムで放送されるドラマは放送収入では費用回収できず恒常的な赤字だと思っていたが、VODプラット
フォーマーやTVerの出現により、様々なウィンドウで流出し、利益を出せるようになった。ドラマに限らず、バラエティでもこのような構造を持つ
ものが出てきている。
・コンテンツを軸とするビジネスでプリセールスを整えることが収益の最大化に繋がるが、コンテンツは権利の集合体であり、その権利を有利かつ
コントロールすることが求められる。また、プリセールの段階では交渉に挑むスタッフの質が非常に重要であり、例えば印税料率の交渉にも影
響する。 【関西テレビ（第２回）】

・予算決定機関や製作、技術、美術、ビジネス等の各セクションにおいて、グローバル展開を意識した初期設定の変更が必要。
【TBS（第２回）】

構成員等の主な意見
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3

・ドラマ製作のバリューチェーンにおいて、日本の放送コンテンツは企画・開発部分が中々できていない状況。韓国の製作会社と共同でバ
リューチェーン全体を体験してグッドプラクティスを作る等といった取組を提案する。企画開発は資金の出どころがないので、このフェーズを中
心に政府に支援いただけるとありがたい。 【テレパック/ATP（第２回）】

・デリバリーの多様化を前提として織り込み、コンテンツやビジネスモデルを改めて精査していくべき。また、半導体産業やゲーム産業との連携
を強め、コンテンツIP戦略を強化していくべきではないか。 【クロサカ構成員（第１回）】

・海外への輸出事業を手掛ける会社に出資する等、コンテンツを活用したマネタイズを図っている。放送外収入を売上の半分まで持っていく
ことを大命題にしている。 【山陰中央テレビ（第３回）】

・放送番組の配信時には、ローカライゼーション（多言語化・字幕付与等）に相当の時間がかかる。放送から配信までの期間が空くと、世
界各国で海賊版が出回ってしまい、コンテンツの価値を棄損してしまう。 【Netflix（第３回】

・産業の成長に当たって、資金調達の多様化や収益構造の透明化は不可欠。リスクマネーを集めスケールすることによって、本当の意味で
の価値創造の主役であるクリエイターに対価がしっかりと流れ、その結果、サステナブルに産業が広がっていくというエコシステムの再構築が必
要になってくる。 【澤田構成員（第１回）】
・リスクマネーが現場に届く金融インフラの確立のため、官民共同ファンドの設立や、「完成保証」「プリセールス型金融」「IP評価型投融資」
スキームの設計・実装等が必要ではないか。日本の銀行はリスクテイカーではないが、そのような豊富な資本を有する企業からお金を出して
もらえる仕組みを作ることが大切。
・日本版のサンダンス映画祭のような才能発掘・実験・集積の場があるとよいのではないか。映画祭・マーケット・ビジネスピッチ等の機能があ
り、若い世代の才能が世界にチャレンジしていける場を作ることが大切。

【澤田構成員（第３回）】

・放送コンテンツについて、限られた国内の放送枠からの解放が必要。国内を前提とした予算で、日本で当たればよいという考えでは、海外
の市場に届かない。
・ファンドを活用した新たな資金調達の仕組みを導入し、より多くの投資を呼び込むとともに、企画・製作だけでなく資金調達や投資計画を
立てられる人材を育てることが放送コンテンツ業界でも有効ではないか。

【K2 Pictures（第３回）】

①企画・開発

構成員等の主な意見（続き）

4

・日本のテレビドラマは番組あたりの話数が少ない。これでは海外番販時の単価が中々上がらない可能性がある。また、制服もの（医者、
警察、消防）や推理もの等、海外で人気が高いジャンルというものも存在するので、コンテンツ製作にあたっては、海外展開を見据えてそう
いったジャンルを採用することを検討してもよいのではないか。これまでは国内での視聴率確保を最優先とした事業が行われているが、考え
方を大きく変えなければならないタイミングに来ているのではないか。 【久保構成員（第４回）】

・放送及び配信についてTVer IDをキーとして視聴データを収集・活用することにより、ユーザーの利便性や放送ビジネスの価値を向上でき
ると考えている。
・2023年９月にTVerオリジナルのドラマを製作したが、各放送事業者にもバラエティがドラマにも登場するという形で協力いただいた。TVer
ならではの番組ができたかと思う。また、一社提供のオリジナル番組もスタートしており、本編と連動する縦型動画も製作して各SNSでPR
等も行っているところ。
・縦型動画はSNSを中心にサービスが拡大している。ユーザーとの接点・コンテンツPRとしての価値が最も高いのではないかと考えている。

【TVer（第２回）】

・現在、配信サービスではオンデマンド志向のコンテンツが中心になっているが、「習慣視聴」、「ながら見」といった視聴形態を配信の世界でど
のように実現していくかはキーになってくる。FASTやショート動画といった新しいUXがこれらをカバーしていく可能性は十分にあるのではないか。

【dentsu Japan（第５回）】

①企画・開発

構成員等の主な意見（続き）
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5

・諸外国と比較して、カメラレンズ等の映像機材にお金をかけられず、世界で潮流となっているような機材をなかなか使うことができない。また、
世界クオリティの機材を使いこなせる技術も育っておらず、遅れをとっている状況。VFXやカラーリスト等の映像表現に関してだけでも、世界と
異なる部分が多々ある。 【TBS（第２回）】

・北米や欧州、韓国をはじめとするアジア地域ではVFXを用いた撮影スタイルが年々増加している。それに対応した大型スタジオや専門的な
技術者の育成も行われている。日本は規模・量ともに導入が始まった黎明期に当たる。
・Netflixで配信するコンテンツは、４Kを活用して撮影されていることを基準の一つにしている。 【Netflix（第３回）】

・韓国のコンテンツの価格帯が向上しているのはグローバルOTTが大きな要因であり、世界標準になる映像クオリティ、音声、画質、VFX等美
術的な映像の効果、編集の技術を含め、お金を使わなければ駄目だという環境となっている。       【城西国際大学 黄教授（第４回）】

・VODプラットフォーマーからは、視聴者構成等が開示されないことがある。テレビ局としては、視聴状況を把握・分析し、市場のニーズや自社
コンテンツの価値を把握したい。視聴分析は非常に有効であるが、現状個社単位の費用負担となっているので、分析について支援等いただ
けるとありがたい。
・視聴分析により、買い手だけでなく、コンテンツホルダー側がどのPFでどのように見られているかを把握することによって、適正な価格での取引
市場が形成されていく。 【関西テレビ（第２回）】

・各国のマーケットのリサーチをしっかり行うべき。通り一遍の調査ではなく、政府の予算を含めもっとお金をかけて複数年調査することで、共有
知とするのもよいのではないか。 【クロサカ構成員（第２回）】

・韓国コンテンツ振興院（KOCCA）の現地拠点である日本ビジネスセンターでは、市場分析活動として、日本のコンテンツ産業に関する最
新の出来事等を職員がレポートにまとめ一週間ごとに公表したり、よりマクロな視点でのコンテンツ動向のリサーチを外部の専門家に依頼した
りしている。その他、日本のコンテンツ関係者に対するヒアリング等も頻繁に実施しており、こうした情報が日本進出を目指す韓国の事業者
に対して公開されている。 【城西国際大学 黄教授（第４回）】

②製作（市場ニーズを的確に捉えた高品質なコンテンツ製作）

構成員等の主な意見

6

・製作会社のアライアンスを実現することで、経済的危機、人的確保の危機、著作権保持率の危機、物価高の危機等を乗り越えられるので
はないか。バックオフィス機能を共有化し効率化することによって、大型作品の製作も実現できる。そして受注だけに頼らない製作環境の実
現やIP開発のための資金調達、プリビズの実行、法務人材の共有による交渉力強化等により、これらの危機を克服していけるのではないか。
他方、バックオフィス中核会社はスタートアップとなるので、このスタートアップを支援していただく必要がある。
・2024年10月からATPの会員社と課題に関する勉強会を開催する等、アライアンスの実現に向けて活動を開始している。

【テレパック/ATP（第２回）】

・製作会社のアライアンスはとてもよいアイデアだと思うが、法務機能に関する弁護士法の制約や、各社がコンテンツ供給先と締結している
NDAによる支障、あるいは独占禁止法上の整理等も必要になる。これらの制約を乗り越えて実現が期待される。【大谷構成員（第２回）】

・小予算作品の大量生産が恒常化し、労働者に還元するための収益減が確保できず、長時間労働の温床になっている。ルールを適正化・
明文化することによって労働環境を是正し、クリエイターを保護する必要がある。 【Netflix（第３回）】 

・クリエイターの権利帰属の見直し等を行うことにより、クリエイターにしっかりと配分されていく流れを作りたい。 【澤田構成員（第３回）】

・クリエイターへの適正な報酬や労働環境の改善を進め、業界の持続可能性を高めることが放送コンテンツ業界でも有効ではないか。
【K2 Pictures（第３回）】

・外部製作比率の拡充に向け、2023年のBS再編後、新たな努力目標値を「NHK BS」と「BSP4K」の２波に設定している。また、番組製
作会社の声を取り入れ、対象を番組製作会社が「著作権」を保有する番組に設定。こうした取組を通じて、日本全体のコンテンツ製作力
の向上に貢献している。 【NHK（第４回）】

②製作（クリエイターの創意工夫が発揮される適切な製作環境の実現）

構成員等の主な意見

付録ー11



③権利処理・流通 7

・クリエイターの長時間労働についての弊害が指摘されているところ。実態を正確に把握し、是正のために十分な監督を強めていく必要があ
る。情報収集について関係者の協力を得たい。 【大谷構成員（第５回）】

・コンテンツを軸とするビジネスでプリセールスを整えることが収益の最大化に繋がるが、コンテンツは権利の集合体であり、その権利を有利かつ
コントロールすることが求められる。また、プリセールの段階では交渉に挑むスタッフの質が非常に重要であり、例えば印税料率の交渉にも影
響する。
・コンテンツの権利処理は避けて通れないプロセス。関係する資格をとり頑張っている社員は社内にもいるが、それでも判断の難しい案件が
多く存在する。権利処理スキルを定着させるためには、ノウハウの伝授が必要。総務省の権利処理ガイドブックをもとにキー局や準キー局が
ノウハウをローカル局と共有する機会を設けたり、外部の専門的な会社による講習会や学習システムを廉価に利用できるような補助金や
研修制度があってもよいのではないか。 【関西テレビ（第２回）】

・放送後にIPを活用する際に、フタかぶせ等が出てくるとコンテンツの価値が下がってしまい、収益機会を損なう。また、使用している音楽の
展開もできない等となる場合もあり、権利処理については総合的に考える必要がある。 【Netflix（第３回）】

・権利処理については既に議論されてきたところだが、引き続き他省庁とも連携し課題解決に向けた取組を進めるべきではないか。また、民
放キー局が持つ海外展開上の権利処理ノウハウの共有等、民々の連携についても強化することで課題解決を図るべきではないか。

【音主査代理 （第３回）】

・昨年のサウス・バイ・サウスウエストでは、日韓で出しているブースの数は大きく変わらなかったが、韓国はコリアンパビリオンという形で一体と
なって展開していた。日本は個社バラバラで統一感がなく、ジャパンという印象は正直来訪者は受けないと感じた。各社が個社ごとに行って
いる印象で、一体感が醸成されているとは言いづらかった。また、ブース展開以外にもKOCCAが「K-CONTENT NIGHT」という交流イベ
ントを主催しており、こうした点が我々にかけている部分だと感じた。 【TBS（第２回）】

・海外VODプラットフォーマーからのライセンス収入に依存しすぎるとリスクもあるため、別のビジネスモデルの開発も重要。今後国産大手
VODプラットフォーマーを通じた世界配信が可能になるかもしれないと考えている。 【関西テレビ（第2回）】

構成員等の主な意見

③権利処理・流通 8

・OJT重視のロールモデルで本当によいか考える必要がある。以前よりは研修制度等も充実したと思うが、組織としてコンプライアンスやビジネ
ススキルの醸成を行う必要があるし、それを支援する仕組みも重要ではないか。
・製作の実践で使えるようなシステムを用いて教育を行っている大学等もあるが、運営維持・展開に関しては中々厳しい状況があるだろう。
政府の支援も非常に重要ではないか。
・特に製作会社における労働流動性はそれなりに高い。労働力の価値評価の基準をどのように見える化していくのかが、非常に重要な課題。
・AIを含めた新技術に親和性の高い人材をどのように確保していくか。日本の大学ではデータサイエンス学部が急増しているが、まさに文理
融合型のテクノロジーを理解している人材が、日本のコンテンツ産業にうまく入っていけるような状況を作っていくことが重要。

【音主査代理（第１回）】

・コンテンツ・ビジネス領域に関する人材育成が少ないのが現状。また、製作会社スタッフやフリーランスのスキルアップの場が貧弱であることも
しばしば指摘されてきたところであり、欧米に見られるような大学等の高等教育機関との連携による教育機会の拡充は急務。

【音主査代理（第４回）】

構成員等の主な意見（続き）

付録ー12



9

・アメリカには資金調達から脚本、キャスティング、製作に伴うエグゼクティブプロデューサーという役職の方がいる。一次流通・二次流通を問わ
ず、著作権ホルダー等のステークホルダーの利益を最大にする役割。また、このエグゼクティブプロデューサーを含む映像コンテンツ製作人材
育成のためのフィルムスクールが存在する。シナリオライティングから監督技術、ファイナンスや著作権管理等について学ぶ機会がある。
・インフレと円安によってハードルがあがっているが、海外派遣に関する援助が必要ではないか。また、コンテンツ立国のため、長期的にはフィル
ムスクールのような教育機関の設置が必要ではないか。日本はやはり教育をOJTで行っていく形になってしまっているが、専門学校等の教
育機関を使わなければやはり人材は育たないのではないか。アメリカでは普通の総合大学にこのようなフィルムスクールがおかれるケースも
多々ある。 【博報堂（第１回）】

・エグゼクティブプロデューサーのようなファイナンスや著作権の処理等もできるような方が日本にも必要ではないか。
・イギリスの仕組みと同様、人材に投資して、その人的資本の充実を図るのが現実的なシナリオ。製作環境の向上が可視化できるよう、例
えば、放送事業者や周辺のステークホルダーのIR等において、人的資本に関するアカウンタビリティを高めるよう求めていくことも必要になって
くるのではないか。 【大谷構成員（第１回）】

・開発職能の強化は非常に重要。また、多様化するビジネスモデルにあわせた人材の確保・育成も重要になってくるのではないか。
【山本構成員（第３回）】

・カンヌの大学で行われているフォーマットビジネスに特化した実践的な講座に、今度若手を一人派遣する予定。ただ、授業料や滞在費、そ
の間の給料等を考えるとやはり数百万単位の負担になってしまい、個社で行うには限界がある。一定の基準は必要だろうが、支援があると
よいのではないか。 【TBS（第２回）】

・育成のチャンネルとして、製作者が集まって話をするサロンのような場があってもよいのではないか。 【テレパック/ATP（第２回）】

・人材育成については総務省含めて政府の支援が必要なエリア。特にクリエイターへの還元のため、スキルマッピングが必要ではないか。技術
や報酬について明確なマップがない限り、中々クリエイターもこの業界で生きていこうとはならないのではないか。IT業界も10年以上前にIT
スキル標準が制定され、現在ではその基準に基づいて様々な人がキャリアパスを考えるようになっている状況。こういった事例を参照するとよ
いのではないか。
・人材育成の最大のネックである育成機関（アカデミー・学校）の整備に支援を行うべき。育成機関やメンターの必須要件は、第一線級
の講師と実践的カリキュラムとすべき。
・Netflixでは、アメリカの撮影監督協会から一線級の監督を招致し合宿を行ったり、デジタル化の講習、リスペクトトレーニングの実施や脚
本研修等、日本の若手クリエイターに対するトレーニング等も実施しているところ。 【Netflix（第３回）】

④人材の確保・育成

構成員等の主な意見

10

・韓国では、韓国コンテンツ振興院（KOCCA）において「コンテンツ創意人材同伴事業」として現場密着型のメンターをつける人材育成を
実施。多くの卒業生が、映像現場に雇用されている。韓国ドラマ製作者協会が運営している放送映像人材教育院というシステムでは、ド
ラマ製作に特化、今問われているドラマの在り方、製作プロセス、技術、マーケティング等の領域で育成。プロデューサー、マーケッター等中
心にグローバル製作人材の専門性強化プログラムも有効。 【城西国際大学 黄教授（第４回）】

・人材はヒト・モノ・カネのうち極めて重要なテーマ。欧米ではエグゼクティブプロデューサー的な脚本家、資金をメイクマネーする存在など含め、
スキルマップなどにより人的資本を評価する仕組みが重要。 【澤田構成員（第4回）】

・人材育成はこれまで放送業界、映画業界はほぼOJTでされてきたが、企画機能、開発職能を持った新しい人材をどう育てるのか、プロ
デューサー協会も、映画・民放・NHK・配信事業者などが集合しており、参考になる可能性。 【山本構成員（第4回）】

・人材のケーパビリティ像を考える際には、データという視点も取り込むべき。データを扱う人材としては、データサイエンティストはもちろん、ワー
クフロー全体を横断したデータの活用を進めるデジタルイメージングテクニシャン（DIT）という職種も既に存在しているところ。

【クロサカ構成員（第５回）】

④人材の確保・育成

構成員等の主な意見（続き）
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⑤製作環境のDXの推進 11

・例えばアメリカのAPはローカルメディアへのAI利用に対して、スタンフォード大学等と連携して非常に実証的なプログラム等を行っている。また、
ナイト財団等が支援しているが、このような支援について検討の必要があるのではないか。
・AIを含めた新技術に親和性の高い人材をどのように確保していくか。日本の大学ではデータサイエンス学部が急増しているが、まさに文理融
合型のテクノロジーを理解している人材が、日本のコンテンツ産業にうまく入っていけるような状況を作っていくことが重要。

【音主査代理（第１回）】

・アメリカにおいては、コロナ禍で急激にクラウドでのワークフローが出来上がり、製作スタジオやCG会社等も一気にDXが進んだ。オールクラウド
のスタジオ等も登場してきている状況。
・現状のコンテンツ製作の時間配分はクリエイティブ１割、作業９割だが、これをAIがクリエイティブ９割、作業１割にしてくれるといった話も再
三聞く。生産性拡大のため、ポジティブな視点での施策が必要ではないか。 【博報堂（第１回）】

・AIを活用することによって、質の向上・コストの低減等が可能になる。AIを業界に標準装備していくことが不可欠。 【Netflix（第３回）】

・生成AIについては声優の声の無断利用等の問題も生じており、このような問題に対しては放送事業者や番組製作会社、実演家の権利
者団体等を含め業界全体で向き合い方を考えていく必要がある。 【久保構成員（第４回）】

・NHKは、高度な映像技術やAI活用等も先行的に進めており、過去コンテンツの蓄積も多くあると考えるため、それら含めコンテンツ産業全
体への還元、グローバル展開の礎としていくのか、重要な論点であり、かつNHKしかできない取組ではないか。 【クロサカ構成員（第４回）】

・放送及び配信について、TVer IDをキーとして視聴データを収集・活用することにより、ユーザーの利便性や放送ビジネスの価値を向上でき
ると考えている。 【TVer（第２回）】

・VODプラットフォーマーからは、視聴者構成等が開示されないことがある。テレビ局としては、視聴状況を把握・分析し、市場のニーズや自社
コンテンツの価値を把握したい。視聴分析は非常に有効であるが、現状個社単位の費用負担となっているので、分析について支援等いた
だけるとありがたい。
・視聴分析により、買い手だけでなく、コンテンツホルダー側がどのPFでどのように見られているかを把握することによって、適正な価格での取引
市場が形成されていく。 【関西テレビ（第２回）】

構成員等の主な意見

⑤製作環境のDXの推進 12

・ データの利活用は広告ビジネスだけではなく、コンテンツ製作やプロモーションにおいても重要な役割を果たすのではないか。例えばローカル
局も、配信データのダッシュボードを見て、サムネイルやタイトル、メタデータの工夫をしたりしているといった話も聞く。
・ 放送の視聴率は、エリア内の他局や広告会社等の関係者にも幅広くデータが共有されており、放送局はそのデータも活用しつつ番組製
作を行っている。一方で、SVODなどの有料の配信サービス各社においてはデータが十分に提供されないケースもあると聞いている。データが
提供されればコンテンツ製作力の向上が期待されるのではないか。データの利活用はプロモーションにも意味がある。配信事業者として難し
い課題もあるだろうが、製作力向上は配信事業者にとってのメリットも大きいのではないか。データ提供の取組が進むことを期待。
・ 従来のパネルでの視聴データにも良さがあるが、視聴形態や趣味嗜好の多様性が進んでいることを考えると、なかなかこのデータだけではで
きない分析等も出てくると思う。ログデータの利活用も積極的に進めることが必要ではないか。広告の購買への貢献度等をデータで示すこと
ができれば、放送の広告価値の伸長につながる。

【dentsu Japan（第５回）】

・データ基盤を確立する必要がある。現在様々な取組があるが、デジタルテクノロジーを使用する点は全て共通であり、当然投入・発生する
データの管理も必要。各ワークフローでデータをばらばらに使っていても効率が悪く、意義が薄い。いかにデータを連携して一元的に使用してい
けるかが重要であり、技術的・人材的観点からの基盤整備が必要。これは製作のみならず、流通工程の改善にも資するのではないか。

【クロサカ構成員（第５回）】

・出資者が出資を判断する際のマーケティングデータがあるとよい。従来のテレビの視聴率や世論調査に加え、基本的なSVODの利活用デー
タやそれに代わるデータをいかに取得・活用していくか考えていく必要。

【山本構成員（第５回）】

・視聴データを収集される視聴者に対する透明性確保も重要ではないか。 【大谷構成員（第５回）】

・ある程度データをまとめ相乗効果を出すことも必要だが、一方で、データは個社の重要な情報という考え方も非常に強くある。コモンプールや
クラブ財の考え方をどこまで適用していくか考えることが必要になっていくのではないか。また、データ保護に関する課題もまだ残っているのであ
わせて考える必要。 【内山主査（第５回）】

・視聴・広告データの統合や透明化は、資金を出す側のリスク評価にも直結する。OTT事業者によるデータ開示の義務化や、情報を見える
化するための産業共通のデータベース構築が必要ではないか。 【澤田構成員（第５回）】

構成員等の主な意見（続き）
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官民連携の在り方 13

・IP強化について、個社での取組には限界があるというのが共通認識。国を挙げて組織的に取り組んでいる韓国やタイと比べて、各社で頑
張っている我々は経済状況も含めてなかなか厳しい状況にある。やはり何かしらのサポートがあった方がスピード感があがっていくことは間違
いないのではないか。
・諸外国への展開等については、NHKも含め各放送事業者で、理想としては一体化すべきとも考えているが、個社の事情やビジネス（モデ
ル）の違いもある。そのためにはやはり経営層の意識合わせが大事になってくるのではないか。 【TBS（第２回）】

・民放キー局は系列内では強く連携しているが、系列をまたぐ繋がりは乏しいように見える。ジャパンコンソーシアム等を作り海外展開していく
に当たっては、放送事業者間の連携が系列を超えてできるかが重要。 【山本構成員（第３回）】

・「NHK経営計画2024-2026年度」では情報空間全体の健全性確保と多元性確保をめざし、メディア産業全体のために外部との協調・
連携を進めていくことを掲げている。財源として100億円を確保しており、現在、使途やスケジュール等具体的な内容を検討している状況。
多元性確保の観点とコンテンツ製作力強化の二つの方向性があると考えているが、後者については、体系的な人材育成、コンテンツ流通
促進の支援や製作取引適正化、英語字幕の製作支援や海賊版対策の一元化等が有効ではないかと考えている。どの施策も現時点で
はイメージ段階だが、この検討チームの議論等も踏まえ今後具体化していきたい。 【NHK（第４回）】

・韓国ではコンテンツ戦略推進における官民連携の方策として、韓国コンテンツ振興院（KOCCA）による放送映像・OTT特化コンテンツ
支援事業やコンテンツ創意人材同伴事業等があり、特にこうした取組は非常に評価されていると感じる。

【城西国際大学 黄教授（第４回）】

・韓国の事例を見てもわかるとおり、日本のコンテンツ産業の国際競争力を上げるために官民連携による戦略的な課題解決が必要。
【音主査代理（第４回）】

・放送は規制産業であり、政府政策と経営戦略は相互不可分な面がある。政府政策と経営戦略のシナジー（相乗性）や一体となった
取組を目指していただきたい。コンテンツレイヤーにおける政府関与には民主主義社会として反論もあるかと思うが、言論・思想・主義に影
響を与えない支援方法はあると考えているし、欧州各国はそれを実践している状況。
・昨今は放送産業外からのコミットメントが増えているが、政府に限らず民間であっても資金援助をすると口も出したくなるのが性。その点、
NHKの100億円については、放送産業の方が相対的に安心して活用できる資金となり得る。NHKの立場としてはライバルに塩を送ること
になり積極的に取り組む誘因に欠けるかもしれないが、業界リーダーのノブレス・オブリージュとして、放送産業全体の番組品質を底上げす
る観点で、積極的な協力を要望したい。 【内山主査（第４回）】

構成員等の主な意見
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・NHKの100億円についてコンテンツ産業全体のために非常に意義があり、体系的人材育成、コンテンツ製作にあたって基金のような形で
複数年活用する、ということは政府には簡単にできず、産業を育てるためには、いかに長いものとしていくのが重要。
・官民連携体制充実のため、国・NHK・民放それぞれの役割分担を明確化する基本的な戦略を検討すべき。特にNHKは、網羅的な
様々取組もしており、戦略面での検討も貢献すべき。また、連携体制の構築に当たっては、ノウハウを持つ放送事業者に加え、IPホルダー
や金融機関等の関係者にも門戸を開き、オールジャパンで多くの方にジョインしてもらえる取組にしていただけるとありがたい。

【クロサカ構成員（第４回）】

・コンテンツ戦略も経営であるため、人、物、金の一体運営が重要。韓国の取組は極めて示唆的であり、オールジャパンで連携して取り組み、
日本にもビルトインさせていくべき。 【澤田構成員（第４回）】

・メディア産業全体に対して波及効果を与えるような官民連携が必要。産業全体に対して統合的・基本的な戦略を示すことがまず求めら
れるのではないか。資金提供は選択と集中が必要になるが、人材育成、ＤＸ全般の活用、クリエイターへの還元等がよいのではないか。ま
た、NHKの放送業界に対する協力義務は放送法でも各種謳われているところだが、コンテンツ分野においても期待される役割が非常に大
きいのではないか。 【大谷構成員（第４回）】
・ 官民の推進体制として、最終的に協議会を作り実効性を高めていくことには賛成。他方、例えば人材育成については、より実効性を高
めるためプロデューサーに必要なスキルの明確化や、事業のKPIの具体化等が必要ではないか。また、産業力強化に当たっては、エンターテ
イメント関連の企業や総合商社、他省庁等との連携ができるとよいのではないか。 【山本構成員（第５回）】

・ 韓国は90年代末のIMF危機のはね返りとして、官民連携したコンテンツ産業強化を展開した一方、日本では30年かけて徐々に状況
が厳しくなってきている。この危機感を共有し、なるべく早く対応策を考えてくことが持続的な展開に当たって重要。取組の中にはすぐできる
ものと、他省庁の連携・調整を要するなど少し時間をがかかるものがある。今後、各取組のタイムラインについてもあわせて整理していくべき
ではないか。  【音主査代理（第５回）】 

・ これまでの議論の中で、コンテンツ産業の振興に向けてやるべきことが様々あがった。次のフェーズとして各取組のフィージビリティーを考え、
どこから手を付けていくか整理すべき。 【内山主査（第５回）】

・ 製作側としては、再生産のためにいかに費用を回収するかということが主眼になる一方、メディア側としては、編成のみならず、縦型コンテ
ンツや映画との連動等、これまでなかなか連携できなかった業界との連携についても考えていく必要がある。こうした壁を乗り越えていくことが、
メディア側・製作側双方にとって必要であり、今後しっかりと議論を積み重ねていくような体制ができるとよい。 【久保構成員（第５回）】

構成員等の主な意見（続き）
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１．世界のコンテンツ市場の動向

２. 国内のコンテンツ市場の動向

３．各工程における状況
① 企画・開発
② 製作
③ 権利処理・流通
④ 人材の確保・育成
⑤ 製作環境のDXの推進

４. 官民連携の在り方

参考資料

2

１．世界のコンテンツ市場の動向

別添４ 参考資料
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3世界のコンテンツ市場の規模

 世界のコンテンツ市場規模の推移を見ると、日本は世界第３位。2022年は13.1兆円。
 中国は、2013年に日本を抜き世界第２位へ。2022年時点で日本の2.5倍の市場規模。

【出典】 「コンテンツ産業官民協議会」（第１回）基礎資料
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（兆円）
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（出所）株式会社ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2024 速報版」を基に作成。
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世界のコンテンツ市場の規模の推移

4各国のコンテンツ市場の成長率

 各国のコンテンツ市場においては、中国、英国、米国、韓国において、高い市場成長率が見込まれている。
 一方、日本のコンテンツ市場の成長率は、諸外国と比較して低調な予測がされている。

世界各国のコンテンツ市場の成長率（予測）

154.7%
（82.2兆円）

185.4%
（41.9兆円）

128.2%
（16.0兆円）

163.6%
（10.4兆円）
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（9.2兆円）
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（6.3兆円）
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（5.7兆円）
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中国
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ドイツ
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【出典】 unctad公表資料（https://unctad.org/system/files/official-document/ditctsce2023d3_en.pdf）を基に作成。
※ 2017年の各国における市場規模（実績）を100として算出。2021年は暫定値、2022年以降は見込み値。
※ １ドル＝149.65円として算出
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7欧州における放送事業収入と配信事業収入の推移

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第１回）資料1-4 内山主査資料

8世界のコンテンツ産業の変化（コンテンツ投資額の推移等）

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第１回）資料1-4 内山主査資料
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9世界のコンテンツ産業の変化（映像コンテンツの二極化）

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第３回）資料3-2 Netflix資料

10世界のコンテンツ産業の変化（放送収入とCTV収入の推移等）

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第１回）資料1-4 内山主査資料付録ー21



11

 米国では、直近１年間でテレビでストリーミングサービスを視聴する割合が上昇
（2024年１月:36.0％→2025年１月:42.6％）。

 またこの内、いわゆるFAST※サービスである「Roku Channel」、「Tubi」、「pluto tv」の視聴割合も上昇している。
※ Free Advertising-supported Streaming Tv：無料広告型ストリーミング動画配信サービス

米国におけるテレビでのコンテンツ視聴の状況

【出典】 Nielsen公表資料（https://www.nielsen.com/news-center/2025/the-gauge-traditional-tv-gets-a-boost-from-football-and-news-in-january-2025/）を基に作成

2024年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2025年
1月

テレビ画面を通じたコンテンツの視聴割合（推移）

2024.1 2025.1

1.1% 2.1%

1.5% 1.7%

0.7% 0.9%

12世界の広告市場予測
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164.8

47.6

 世界の広告市場（全体）はデジタル広告が牽引し、引き続き拡大見込み。一方で、テレビ広告は横ばいとなり、デジタル広告
とテレビ広告の市場規模の差は今後さらに拡大していくと予測されている。

 地域別に見ると、「アジア・パシフィック」「EMEA」と比較して「米州」の広告市場の成長率が最も高いと予測されている。

媒体別 世界の総広告費の推移（予測）
（10億米ドル）

※ 2023年以前は実績値。2024年-2027年は予測値。
【出典】電通「世界の広告費成長率予測（2024～2027）」を基に作成

地域別 世界の総広告費の推移（予測）

＋5.4％
＋5.8％

＋5.2％
＋5.1％

＋8.0％
＋6.3％

＋6.7％
＋6.5％

＋6.1％ ＋5.0％ ＋5.3％ ＋5.0％

※「全体」には、「デジタル」、「テレビ」、「新聞・雑誌」のほか「OOH」（屋外広告）
等が含まれる。
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２．国内のコンテンツ市場の動向

14
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放送を巡る社会環境の変化
若者を中心としたテレビ離れ

インターネット利用の進展

■主なメディアの平均利用時間（全年代・平日） テレビ（ﾘｱﾙﾀｲﾑ）視聴（赤）： 135.0分
インターネット利用（青）  ： 194.2分

【出典】 総務省「令和５年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」

「ネット利用」が「テレビ（ﾘｱﾙﾀｲﾑ）
視聴」を初めて超過

【出典】 内閣府「消費動向調査」

■1日15分以上テレビを見る率 （「行為者率」：平日平均）

【出典】 ＮＨＫ放送文化研究所「国民生活時間調査」
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【出典】 内閣府「消費動向調査」

付録ー23



15放送事業者による動画配信サービスの伸長
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■テレビメディア関連動画広告費と伸び率

【出典】電通「日本の広告費」（2019～2024）
（億円）

（対前年度比）

※ テレビメディア関連動画広告費：TVerやABEMAなど、主にテレビメディ
ア事業者によるテレビ番組動画プラットフォームにおける動画広告。

【出典】総務省「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」
資料２－４ TVer発表資料を一部加工
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■テレビ端末のネット結線率

【出典】 Screens「コネクテッドTVとは？ その定義と仕組みをシンプルに解説」

■キー局の配信広告収入（2024年度）

【出典】 2025年３月期 各社決算資料

※各社とも「デジタル広告収入」、「配信広告収入」として公表。テレビ東京HDはこ
れに類する売上額を公表しておらず、ライツ事業も含めた「アニメ・配信事業」とし
て44,534百万円（前年比+1%）の売上高を公表

配信広告収入
（百万円）

前年増減率

日本テレビHD 10,522 +53.4%

テレビ朝日HD 8,594 +46.3%

ＴＢＳHD 12,048 +46.2%

フジメディアHD 8,406 +6.9%

2015年 2025年

■TVerのMUB(月間ユーザー数）の推移

16日本の放送産業の市場規模

※ 2019年、「インターネット広告費」に「物販系ECプラットフォーム広告費」が追加された。
【出典】電通「2024年 日本の広告費」等を基に作成

 我が国の広告市場において、2019年にインターネット広告が地上波テレビ広告を初めて上回った。2023年では、インターネッ
ト広告と地上波テレビ広告の差はさらに拡大している。

 放送の市場規模（売上高）は微減の傾向にあり、2023年には約3.6兆円となっている。
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【出典】総務省「民間放送事業者の収支状況」及びNHK「財務諸表」各年度版を基に作成

我が国の媒体別広告費の推移 放送の市場規模の推移
（億円）
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17テレビ局の広告収入と番組制作費

 日本のキー局においては、過去７年間で広告収入が減少し、それに伴って番組製作費も減少。
 韓国放送事業者のMBCも同じく広告収入は減少しているが、広告収入以外の事業収入（例：コンテンツ販売収入）の

拡大もあり、番組制作費の減少は比較的僅少。
※ MBC（韓国）  2017年：「広告収入」355億円、「事業収入」325億円  ⇒ 2023年：「広告収入」260億円、「コンテンツ販売収入」465億円。

（年によって分類細目に若干の差異有。）

2016年度
（MBCは2017.1-2017.12）

2023年度
（MBCは2023.1-2023.12）

広告収入 番組制作費 広告収入 番組制作費

日本テレビ 2,558 980 2,261（▲11.6％） 893（▲8.9％）

テレビ朝日 1,956 908 1,669（▲14.7％） 791（▲12.9％）

TBSテレビ 1,716 982 1,594（▲7.1％） 974（▲0.8％）

テレビ東京 810 403 695（▲14.2％） 328（▲18.6％）

フジテレビ 2,015 882 1,473（▲26.9％） 683（▲22.6％）

参考：MBC（韓国） 355 526 260（▲26.8％） 523（▲0.6％）

【出典】各社決算資料、公式HP等を基に作成。
※ 1ウォン（KRW）=0.103円（JPY）で変換

広告収入、番組制作費の推移（単位：億円）

18

３．各工程における状況
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19

①企画・開発

20

 映像コンテンツの製作時の資金調達は、広告料収入以外にも、多岐にわたる手法が存在。
 アニメや映画は、製作委員会方式が多く活用されているが、本方式に変わる資金調達方法も模索されている。

映像コンテンツ製作における資金調達方法

【出典】Brand New Creativity
（https://branc.jp/article/2024/07/02/1147.html）

【出典】三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社 平成28年度コンテンツ産業強化対策支援事業報告書

コーポレート
ファイナンス

映像コンテンツ製作時の資金調達の手法 新たな資金調達方法の模索例
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21コンテンツIP強化に関する放送事業者の取組の例（日本テレビ）

日本テレビ中期経営計画（2022-2024）

 日本テレビは、コンテンツIPの価値最大化・グローバル展開等に向け、新たにコンテンツ戦略本部を設立。
 また、2025年２月には、海外ビジネス拡大戦略の基本方針を発表。本方針には、海外向けコンテンツ制作スタジオの新規設

立等が記載されている。

【出典】日本テレビ 中期経営計画2022-2024 【出典】日テレホールディングス  2024年度第３四半期決算説明資料

【出典】日本テレビHD報道発表資料【出典】日本テレビ 中期経営計画2022-2024

22コンテンツIP強化に関する放送事業者の取組の例（TBS）

 TBSは、2022年１月、コンテンツIP創出力の強化・拡大等に向け、グローバル市場に向けたコンテンツの企画開発や製作を
行う「THE SEVEN」を設立。2023年12月には、高品質な映像が求められる配信PF向け作品の制作に対応可能な専用ス
タジオを新規オープン。

 また、2025年１月には、日本の人気ドラマをハリウッドや海外市場向けにリメイク開発する事業の実施を発表
（STORIESグループと共同実施）。

【出典】TBS 中期経営計画2024-2026

【出典】TBS 2024年度第３四半期決算資料【出典】TBS 報道発表資料
付録ー27



23韓国 番組製作会社の変化

 従前、韓国の番組制作事業者は、放送局の下請けとしてコンテンツを制作。
 外資PF等配信事業者の出現により、多額の制作費を映像制作事業者が得たことを契機に、既存の制作体制に変化が生じ、

自社で企画開発、資金調達、流通などを通じて様々な方法で収益を得る事業者が登場。
 スタジオ形式の制作会社は、放送局だけでなく、配信事業者を通じて自社コンテンツを公開する機会が増えたことで、コンテンツ

の著作権を共同もしくは単独で所有するようになった。また、自社制作したコンテンツの権利を保有し、コントロールすることで資金
調達方法も多様化。

制作会社

放送局
発注

納品

知的財産権

恒常的な下請け構造
• 知的財産権は、放送局にあり、二次

利用などの展開は放送局任せ
• 地上波テレビ局やケーブル局に対し、

強い依存関係

制作費の制約や、放送局・スポンサーの意向
が反映され、ドラマのクオリティが発展せず、あ
る程度のレベルでドラマ制作を続けざるを得な
かった。

2016年以前

【出典】増淵敏行・岡田幸信（2023）『韓国コンテンツはなぜ世界を席巻するのか』（徳間書店）を基に作成

韓国のドラマ制作スタジオ

自社制作したドラマIP
（著作権）を保有

国内外配信PF会社

国内放送局

制作費の負担
海外配信権の譲渡

放映権料

放映権料
放映権の販売

放映権の
転売

仮に国内でヒットしなくても
別の配信PFに転売

24

②製作

付録ー28
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27番組製作会社の概況①

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第２回）株式会社テレパック・全日本テレビ番組製作社連盟（ATP） 資料

28番組製作会社の概況②

n=254（社）

年間売上高従業員数 資本金

【出典】製作会社の従業員数・年間売上高・資本金の概況については、総務省「放送コンテンツ製作取引実態調査」
令和6年度調査結果を基に作成
※総数の254は、調査対象期間（令和5年1月1日～令和5年12月31日）中に、放送コンテンツに係る下請法対象
取引を受注したと回答した番組制作会社の数（社）

 番組製作会社について、従業員数99人以下の企業が約80％、年間売上高10億円以下の企業が全体の約67％を占める。
また、資本金5千万円以下の企業が全体の約85%。

 製作会社が「完パケ※」納品したテレビ放送番組中、自社の意向のみで二次利用可能な作品の割合は約6.3%。

二次利用の条件

n=19,219（本）

【出典】製作会社が「完パケ」納品したテレビ放送番組の
二次利用条件については、総務省「2024年情報通信
業基本調査」を基に作成
※総数（19,219）は、テレビジョン番組製作会社が
2023年度に制作し、「完パケ」納品したと回答した番組本数

※ 完パケ：収録・編集などが終わりいつでも放送できるように完全に出来上がっている番組。

12.2%

13.0%

35.4%

18.9%

17.3%

2.4% 0.8%

１．１～４人 31

２．５～９人 33

３．１０～４９人 90

４．５０～９９人 48

５．１００～４９９人 44

６．５００人以上 6

無回答 2

3.5%
5.1%

12.6%

44.5%

27.6%

3.5%2.4%
0.8%

n=254（社）

１．１千万円以下 9
２．１千万円超、３千万円以下 13
３．３千万円超、１億円以下 32
４．１億円超、１０億円以下 113
５．１０億円超、１００億円以下 70
６．１００億円超 9
７．回答できない。 6
無回答 2

47.2%

38.2%

7.5%

2.4%
1.6%

0.0%
3.1%

１．１千万円以下 120

２．１千万円超、５千万円以下 97

３．５千万円超、１億円以下 19

４．１億円超、３億円以下 6

５．３億円超 4

６．その他（個人事業主等） 0

無回答 8

n=254（社）

１．自社の意向のみ 1,219

２．自社と放送局の合意 2,274

３．放送局の意向のみ 15,726

列1

81.8%

11.8%

6.3%
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29放送コンテンツ製作業務の受発注における取引の構造

放送事業者からの回答番組製作会社からの回答

例）貴社→番組製作会社Ａ→番組製作会社Ｂ→番組製作会社Ｃ→番組製作会社Ｄ
（元請・一次）  （二次）   （三次） （四次）

例）放送事業者→番組製作会社Ａ→番組製作会社Ｂ→番組製作会社Ｃ→番組製作会社Ｄ
（元請・一次）  （二次）   （三次） （四次）

【出典】総務省「放送コンテンツ製作取引実態調査」令和6年度調査結果を基に作成

 放送コンテンツ制作業務の受注について、二次請け以降が25％超となるなど、多重下請構造が存在。
 また、放送事業者も多重下請け構造すべてを把握できているとは言えない状態となっている。

【下請実績】
放送コンテンツ製作業務を受注する際、どのお立場での取引が
最も多いですか。

（N=254）

１．放送事業者から元請・一次と
して受注。

181

２．元請・一次から二次として受
注。

45

３．二次から三次として受注。 6
４．三次から四次として又はそれ
以降として受注。

2

５．把握していない・不明。 2
６．アニメ製作委員会からの受注
（二次以降として受注する場合を
含む。）のみ。

15

無回答 3

71.3%

17.7%

2.4%
0.8%

0.8%
5.9%

1.2%

【下請状況の把握】
下請取引に関し、取引条件の改善、取引の適正化等の取組の実態に
ついて、どの程度先の取引関係についてまで把握していますか。

（N=322）

１．貴社の直接取引先（元請・
一次取引先Ａ）の取組のみ把握。

206

２．貴社から数えて二次取引先
Ｂの取組まで把握。

67

３．貴社から数えて三次取引先
Ｃの取組まで把握。

7

４．貴社から数えて四次取引先
Ｄ以降の取組まで把握。

11

５．把握していない。 28
無回答 3

64.0%
20.8%

2.2%

3.4%
8.7%

0.9%

30放送コンテンツの製作取引適正化

2024年9月 コスト増に対する転嫁率
（※6）（※7）

全体 ↑ 49.7% (46.1%)

業
種
別

1位 化学 ↑ 61.9% (61.0%)
2位 飲食サービス ↑↑ 59.0% (51.5%)
3位 造船 ↑↑ 57.0% (49.1%)
4位 食品製造 ↑↑ 55.3% (50.0%)
5位 電機・情報通信機器 ↑ 54.8% (51.2%)
6位 機械製造 ↑ 54.3% (51.9%)
7位 製薬 ↑ 53.6% (53.5%)
8位 自動車・自動車部品 ↑ 51.9% (47.1%)
9位 建材・住宅設備 ↑↑ 51.6% (44.4%)
10位 卸売 ↑ 51.2% (47.0%)
11位 廃棄物処理 ↑↑↑ 50.7% (39.1%)
12位 建設 ↑ 50.3% (46.9%)
12位 金属 ↑ 50.3% (46.2%)
14位 紙・紙加工 ↑↑ 50.2% (45.1%)
15位 鉱業・採石・砂利採取 ↑ 49.8% (48.6%)
16位 繊維 ↓ 49.0% (49.9%)
17位 小売 ↑ 48.8% (47.1%)
18位 印刷 ↑ 48.5% (43.5%)
19位 生活関連サービス ↑↑ 48.4% (39.6%)
20位 不動産・物品賃貸 ↑↑ 48.1% (42.1%)
21位 電気・ガス・熱供給・水道 ↓ 48.0% (48.3%)
22位 石油製品・石炭製品製造 ↑ 47.6% (43.9%)
23位 情報サービス・ソフトウェア 47.1% (47.1%)
24位 通信 ↑↑ 47.0% (40.8%)
25位 運輸・郵便（トラック運送除く） ↑↑ 45.5% (39.8%)
26位 農業・林業 ↑ 41.2% (38.8%)
27位 金融・保険 ↑↑ 40.9% (35.3%)
28位 放送コンテンツ ↑↑ 39.8% (33.7%)
29位 広告 ↓↓↓ 31.4% (46.9%)
30位 トラック運送 ↑ 29.5% (28.1%)

ー その他 ー

設 問（主なもの） 回答者 R5年度 R6年度

①書面の交付（※1）

放送事業者 96.2% 96.3%

番組製作会社
（放送事業者との取引） 80.7% 77.2%

番組製作会社
（製作会社間の取引（※4）） 70.9％ 70.3％

②取引価格の決定
（事前協議の有無）（※2）

放送事業者 96.8% 96.6%

番組製作会社
（放送事業者との取引） 73.6% 71.0%

番組製作会社
（製作会社間の取引（※4）） 63.6％ 71.0％

③取引内容の変更及び
やり直し（※3）

放送事業者 96.0% 94.1%

番組製作会社
（放送事業者との取引） 73.6% 77.6%

番組製作会社
（製作会社間の取引（※4）） 72.7％ 84.9％

※１ 「常にまたは概ね交付している/されている」と答えた事業者の割合
※２ 「常にまたは概ね事前協議を行った」と答えた事業者の割合
※３ 「不適切な事例はなかった」と答えた事業者の割合
※４ 受注側の回答
※５ 発注企業の業種
※６ カッコは前回調査時の転嫁率
※７ 矢印の数について（前回調査からの変動）

↑：１～４ポイント 上昇、 ↑↑：５～９ポイント 上昇、 ↑↑↑：10ポイント以上 上昇

【出典】 中小企業庁「価格交渉促進月間（2024年9月）フォローアップ調査結果」
（2024年11月29日公表）を基に総務省作成

■放送コンテンツ製作取引適正化の現状
（令和６年度放送コンテンツ製作取引実態調査結果）

■価格転嫁の実施状況の業種別ランキング（※5）
（価格交渉促進月間（2024年9月）フォローアップ調査結果）
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31放送コンテンツの製作取引適正化に関する主な取組

 放送事業者が「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」を遵守しているか確認するため、年に１
度、「放送コンテンツ製作取引実態調査」の結果等を踏まえ、調査エリア（都道府県）を選定した上で、当該エ
リア内の放送事業者に対し本省及び総合通信局が中企庁等と連携してヒアリングを実施。

 ヒアリング調査の結果、法令違反と思われる事例については、下請振興法第４条等に基づく「指導」を実施。
 令和６年７月、全総合通信局等にコンテンツ適正製作取引調査室を設置し、調査体制を強化。

１．「ガイドライン遵守状況調査」の実施・指導

 ガイドライン遵守に関する法律相談や製作取引の個別具体的な問題について、日本弁護士連合会と連携して、
放送事業者・番組製作会社等が弁護士に相談できる専門窓口を設置・運用。

 寄せられた相談のうち法令違反と思われる事例については、下請振興法第４条等に基づく「指導」を実施。

４．相談窓口の設置・運用

 放送事業者、番組製作会社等（1,600社程度）に対するアンケートを通じて、放送コンテンツの製作取引に関す
る実態調査を行い、取引実態や取引構造に係る定量的な分析を実施し公開。

２．「放送コンテンツ製作取引実態調査」の実施

 ガイドラインの周知・定着のために講習会を実施。令和５年度は全１４回開催し、のべ1,333名が参加。
令和６年度においても、７月以降全１４回実施予定。

３．ガイドラインの周知及び講習会の実施

 検証・検討会議において、前年度の調査結果等を踏まえて、ガイドラインの改訂の必要性などを議論し、必要に
応じて改訂を行う。

 令和６年１０月１８日にガイドラインを改訂し、第８版として公表。

５．「放送コンテンツの適正な製作取引の推進に関する検証・検討会議」の開催（ガイドラインの見直し）

32

③権利処理・流通
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33ローカル局における権利処理体制及び同時配信の課題

選択肢 回答数 割合

放送番組の同時配信に係る権利処理についてノウハウが
なく、何をすればいいか分からないこと 36 38.7％

放送番組の同時配信に係る権利処理に対応するだけの
人員が足りないこと 23 24.7％

放送番組の同時配信に係る権利処理に必要な使用料に
ついて、予算の制約があること 9 9.7％

どれだけスポンサーが付くか分からないなど、ビジネスモデルと
して成り立つか経営判断が困難なこと 24 25.8％

その他 1 1.1％

総計 91 100.0％

【出典】総務省「放送コンテンツ等のネット配信に係る権利処理の実態等に関する調査研究」（2023年度）

②放送コンテンツの同時配信を行う際の最大の課題
※ 民間地上基幹放送事業者（テレビジョン放送）のうち、在京キー局５社を除く122社を

対象にアンケートを実施（令和5年11月1日 ～ 11月30日）

人数 回答数 割合

０人 7 7.7%

１～２人 64 70.3%

３～４人 13 14.3%

５～９人 4 4.4%

10人～14人 2 2.2%

15人～19人 0 0％

20人以上 1 1.1%

総計 91 100.0％

【出典】総務省「放送コンテンツ等のネット配信に係る権利処理の実態等に関する調査研究」（2022年度）

①権利処理業務担当者の人数
※ 民間地上基幹放送事業者（テレビジョン放送）のうち、在京キー局５社を除く

122社を対象にアンケートを実施（令和4年11月24日 ～ 12月23日）
※ 各番組製作等の中での担当業務の１つとして楽曲情報の入力等の業務を行って

いる方は含まず、各放送局の権利処理の担当部局などで、主たる業務として権
利処理（権利者団体との交渉等）に取り組む担当者の人数を回答。

 ローカル局における権利処理業務担当者の人数は「１～２人」との回答が最も多く、約７割に上る。また、担当者が「０人」
と回答した社も一定数見られた。

 また、ローカル局が放送コンテンツの同時配信を行う際の課題と考えるものとして、「放送番組の同時配信に係る権利処理に
対応するだけの人員が足りないこと」、「放送番組の同時配信に係る権利処理についてノウハウがなく、何をすればいいか分
からないこと」といった回答が多く挙げられた。

34IP活用の課題

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第３回）資料3-2 Netflix資料
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35IP活用の課題

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第３回）資料3-2 Netflix資料

36

NHK 日本テレビ テレビ朝日 TBS テレビ東京 フジテレビ

無料

無料
および
有料

有料

TVer
日テレ無料

TADA
TBS
FREE ネットもテレ東

テレ朝動画 テレ東BIZ FOD

hulu TELASANHKオンデマンド

NHKプラス
(ID登録には受信契約が必要)

（Paravi）
U-NEXTに統合

 放送局は、無料広告モデル(AVoD）、都度課金（TVoD）、月額課金（SVoD）など様々な課金モデルや、
コンテンツを差別化したもの（ニュース・教養に特化したもの等）など、様々な映像配信サービスを提供。

 「NHKプラス」、「TVer」では、電波の放送と同じタイミングで番組をネット経由で届ける同時配信を実施。

【出典】「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第10回）資料10－2 事務局資料を基に作成

NHK及び在京キー局の主なインターネット配信サービス
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39我が国の映像コンテンツの現状（日本産コンテンツのシェア低下）

 日本産コンテンツは各国・地域で一定のシェアは確保しているものの、全体としては低下傾向。また、日本国内に
おいても外国産コンテンツの存在感が上昇。

＊定額制動画配信サービスにおける掲載コンテンツの時間をシェアとして算出（映画コンテンツは除く） ＊シェアは各年12月時点の値 【出典】Ampere Analysis

各国で流通している映像コンテンツの原産国別シェア（定額制動画配信サービスへのコンテンツ掲載時間ベース）（2019-21年）
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40諸外国における海外配信プラットフォームの例

【出典】「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第14回）資料14－1 株式会社三菱総合研究所資料 Britboxに関する注釈は事務局が追加。

※ ITVは2024年にBritboxの全保有株式をBBC Studiosへ売却。

 英国や韓国では、自国の複数のコンテンツホルダーが参画し、自国産コンテンツを集約、海外向けに配信するプラットフォームを
展開している。

 競合他社との差別化を図るため、自国コンテンツのブランド力を生かした展開が奏功し、複数国でサービス提供している。

Britbox（英国）とKOCOWA（韓国）の概要
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43人材確保・育成に関する指摘及び取組事例

人材に関する指摘の例

 コンテンツ産業の発展、競争力のカギは、次世代を担うクリエーター（制作
者、アーティスト等）の創造性であり、若手人材の賃金も含めた待遇改善、
能力向上支援が必要。    （コンテンツ産業官民協議会第一回 翁構成員資料）

 人材育成にあたっては、大学・大学院、専門学校等の教育機関が重要である
が、コンテンツ分野は民間主導で急速に発展してきたことから、これだけの産業
規模にもかかわらず、数や機能が不足し、特に国際競争力のある高度クリエ
イティブ人材の育成機関が圧倒的に不足している。

 産業界と教育機関の連携を強化し、実践的な教育を提供することが重要で
あり、卒業生や企業所属のクリエイター等の派遣や、インターンシップの受け入
れなどを促すための支援策を講じるべきである。
他には、企業が大学に対してコンテンツのデザイン制作等を委託し、企業の制
作メンバーがメンターとして学生の育成に貢献するなど、学生・大学・企業に
メリットのある形で人材育成を進めることが重要である。

（一般社団法人日本経済団体連合会「Entertainment Contents ∞ 2024」）

 労働集約産業かつ知識集約産業とも言えるコンテンツ産業において、質の高いコンテンツを安定的に製作するに当たっては、人
材の安定的供給及び技能・知識の不断の強化が必須。

 一方で、放送コンテンツ産業については、人材育成はOJTが中心であり、人材供給観点、社会人教育・リスキリングの観点の
いずれにおいても限定的との指摘もある。

 企業横断での取組や企業と教育機関が連携した人材確保・育成の事例としては、学生向けに採用関連情報を一元的に提
供する取組や、学生によるコンテンツ制作を顕彰する取組等がある。

人材確保・育成の事例

MINPO.WORK
（民放連）

学生向けに全国の
民放テレビ局・ラジオ
局の採用関連情報や
業界研究に資するコン
テンツ等を提供する
ポータルサイトを構築。

ＡＣジャパン広告学生賞
ACジャパンが主催し、会員校

（大学・専門学校等）の学生
が企画・制作した未発表のオリ
ジナル作品を顕彰する広告賞。
学生ならではの自由な視点や

発想を選考のポイントとし、グラ
ンプリ・準グランプリ受賞作品は、
BS民放11局と全国5紙に放
送・掲載。

【出典】https://minpo.work/

【出典】https://www.ad-c.or.jp/campaign/cm/recruit_oubo.html

44放送コンテンツ業界における資格制度の例

●動画編集検定（一般社団法人日本動画編集協会）：
動画編集のスキルを使って収入を得ていく個人が増えており、動画編集技能の習得レベルを評価

するために実施するもの。実技および学科試験で実施され、動画編集に関する知識・技能、実務能
力等が問われ、合格者には動画編集検定の合格証書が発行。
●映像音響認定試験（一般社団法人日本ポストプロダクション協会）：
ビデオ編集技術者・録音技術者共通の資格。映像・音響産業に従事するうえで必要とされる、映

像音響処理技術について、基礎知識の習熟度を試験によって判定し、「映像音響処理技術者」と
して認定するもの。
●CG-ARTS検定（公益財団法人画像情報教育振興協会）：
画像を中心とした情報分野のスキルアップを図る5つ（CGクリエイター、CGエンジニア、Webデザイ

ナー、画像処理エンジニア、マルチメディア）の検定試験を実施。特定のソフトウェアやマシン環境に依
存しない知識の理解とその応用力を評価。
●CG-アニメーション実技検定（公益財団法人画像情報教育振興協会）：
将来アニメータを目指す学生向けの全国統一の試験。プロとして活躍するために、課題から指示を

正確に読み取り、CGアニメーションを制作する実践力を測るもの。課題は、CGプロダクションが審査
し、スコアやアドバイス等を行う。
●知的財産管理技能検定（一般財団法人知的財産研究教育財団）：
知的財産管理技能検定は、技能検定 （働くうえで身につける、または必要とされる技能の習得レ

ベルを評価する国家検定制度）の中の「知的財産管理」に関する国家試験。知的財産（知財）
を管理（マネジメント）する技能（スキル）の習得レベルを測定・評価するもの。

【制作フロー】

プリプロ（リサーチ・
企画・構成台本）

【資格試験・検定の例】

撮影

ポスプロ（編集・MA）

流通

 放送コンテンツ関係の資格制度としては、動画編集やCG等の製作スキルを認定する資格あり。また、知財管理
については、国家資格である技能検定も存在。

 また、中には学生を対象とした検定あり。産業界からのフィードバックを受けられる仕組みとなっており、人材育成
に資するものとなっている。
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45英国におけるクリエイティブ関連人材への投資

2030年までに政府は以下を実現させます。
• 英国クリエイティブ産業をさらに500億ポンド成長させる
• クリエイティブなキャリアの将来を約束し、才能ある人材プールを構築、100万人の追加雇用を創出する
・・・

経済を成長させることは、クリエイティブ産業を成長させることを意味します。
そこで本日、英国政府はクリエイティブ産業における起業やビジネス拡大を実現する為に、この新しいビジョンを打ち出します。
私たちの野望は、2030年までにクリエイティブ産業をさらに500億ポンド成長させ、100万人の雇用を創出することです。
そのためには、自分たちの強みを生かす必要があります。テクノロジーがクリエイティブ産業にますます浸透するにつれて、
両分野での競争上の優位性は、この国が今後数十年にわたって比類のない機会を持つことを意味します。
政府は英国全土でクリエイティブ産業従事者を拡大させるべく、映画/テレビ/デザイン/ゲームなどの分野で新しいセンターオブエクセレン
ス(CoE)を創設し、若者に才能育成のパイプラインを提供します。ゲームデザインからセットデザインまで、定量的なスキルがこれまで以上
に重要になることを政府は認識しています。
2021年以降の2億3,000万ポンド(約455億円*1)以上の支援に加え、7,500万ポンド(約148億円*1)以上の追加投資を行い、
本格的に取り組みを開始していきます。

内閣総理大臣 
リシ・スナク

デジタル・文化・メディア・スポーツ省
国務大臣 ルーシー・フレイザー
クリエイティブ産業評議会

共同議長 ピーター・バザルゲット

前書き

業界序文

 英国政府は、2023年6月、 『Creative industries sector vision 2030 : a joint plan to drive growth,
build talent and develop skills』として、計600億円以上の支援を行い、産業内でのCoE設立、及び、これに付随する
技術人材の育成方針を明確に示した。

 本2030年ビジョンの中には、バーチャルプロダクションやAI等新規テクノロジーがクリエイティブ産業革新のカギとして明言されて
いる。

『Creative industries sector vision 2030』

【出典】総務省「放送コンテンツの海外展開等の状況に関する調査」（2023年度）を基に作成

新規テクノロジーとそれを支える研究開発は、クリエイティブ産業の将来の成長の鍵となるでしょう。人工知能(AI)をツールとして
使用し没入型の世界を構築し、バーチャルプロダクションを開発することで、更に素晴らしいコンテンツが生まれます。

ビジョン概要

*1: 2024年間平均TTSより、1ポンド＝197.70円を利用（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

46

⑤製作環境のDXの推進
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47デジタル技術・最新技術の活用による映像制作効率化

AIの活用（リアルタイムでの制作・流通支援）

【出典】日本テレビウェブサイト
https://www.ntv-wands.co.jp/aid/

AIを用いた映像や音のコンテンツ解析をリアルタイムに行え
るシステム（インターネット接続なしで動作）を用いて、英
語テロップの日本語自動変換、顔認識、自由な位置関
係のCG合成、映像自動監視（番組のエラーを認識し、
警告）などを生放送でも多数活用し、番組の品質向上と
制作作業を効率化

マーカー型ARの活用

【出典】NHKウェブサイト
https://www.nhk.or.jp/strl/interbee2023/12.html

フリップボード上のARマーカーの大きさ・向き・
角度に対応したAR（拡張現実）素材を、フ
リップボードに映し出し、１枚のフリップボードで
多様な情報発信が可能となり、制作作業を
効率化

48コンテンツ製作に関するDX事例①

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第１回）資料1-6 博報堂資料
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49コンテンツ製作に関するDX事例②

【出典】「放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム」（第１回）資料1-6 博報堂資料

50

４．官民連携の在り方
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51韓国コンテンツ振興院（KOCCA）の概要

※職員数は約500人
（2021年12月時点）

【出典】 KOCCA HP、「2024年事業計画及び予算（案）」（KOCCA）、「韓国コンテンツ産業支援政策調査」
（2025年2月 特定非営利活動法人 映像産業振興機構）を基に作成

【参考】
  世界25か所で海外ビジネスセンターを運営し、海外進出を支援。

グローバル
イノベーション本部

コミュニケーション
広報チーム

院長

副院長

文化体育観光
技術振興センター コンテンツ産業

政策研究センター

コンテンツ
公正共生センター

経営戦略本部 コンテンツ
輸出本部

放送映像
本部

ゲーム
新技術本部

コンテンツ
IP振興本部

コンテンツ
基盤本部

研究開発本部

取組 組織

 韓国コンテンツ振興院（KOCCA）は、韓国コンテンツ産業の振興・発展を効率的に支援するために、放送、ゲーム、アニメーション、
音楽など分野別に設置されていたコンテンツ振興機関を統合し、2009年に設立。

 放送、ゲーム、音楽、ファッション、アニメーション、キャラクター、漫画、IP、新技術融合コンテンツなど、様々なジャンルの制作支援、
企画、創作・制作、流通、海外進出、企業育成、人材育成、文化体育観光、研究開発（R&D）、政策金融支援と政策研究
を遂行。

52韓国における官民連携事例

 2024年12月、韓国の科学技術情報通信部は、グローバル事業者との競争激化や制作費上昇による国内事業者の経営難
等に対応し、海外市場開拓を一層本格化するための「韓国型オンライン動画サービス（K-OTT）産業国際競争力強化戦
略」を新たに発表。

 本文書に記載されている官民戦略ファンド（K-コンテンツ・メディア戦略ファンド）には、政府機関（科学技術情報通信部、文
化体育観光部）及び民間企業（銀行やメディア関連企業）が参加予定。

「K-OTT 産業国際競争力強化戦略」

【出典】韓国政府 報道発表資料を基に作成
https://www.msit.go.kr/bbs/view.do?sCode=user&mId=307&mPid=208&pag
eIndex=&bbsSeqNo=94&nttSeqNo=3185290&searchOpt=ALL&searchTxt=
https://www.msit.go.kr/bbs/view.do?sCode=user&mPid=238&mId=113&bbs
SeqNo=94&nttSeqNo=3184970

＜記載内容の例＞
 １兆ウォン（約1,030億円※）の戦略ファンドを活用し

たコンテンツ制作及び技術投資支援
 韓国メーカー製TVを窓口とした韓国型チャンネル（K-

チャンネル）・K-FASTコンテンツの拡大
 放送・OTTサービス産業全ライフサイクルでのAI活用率を

50％に引き上げ
 AIを活用して制作するショートフォームコンテンツやインタラ

クティブコンテンツに対する支援
 AI・データ・没入型媒体等の次世代技術開発拡大
 デジタルメディア人材1.1万人養成

＜官民戦略ファンド 参加予定団体＞
 政府機関

・ 科学技術情報通信部
・ 文化体育観光部

 民間団体
・ 韓国産業銀行
・ KBS
・ 中央グループコンソーシアム（SLL中央）
・ KT
・ SKブロードバンド
・ LG U＋
・ CJ ENM 等

※ 1ウォン（KRW）=0.103円（JPY）で変換
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